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１．事業の概要

谷 津 干 潟
（ラムサール登録湿地）

高瀬川

東 京 湾

 東京湾北部地区内の高瀬川・谷津川・
菊田川は埋立地に位置し、低平地に人
口・資産が集中している。

 高瀬川・谷津川は、貴重な自然環境を
有する谷津干潟から流出する。

河川延長流域面積河川名

0.8 km3.65 km2高瀬川

1.1 km3.11 km2谷津川

2.4 km12.01 km2菊田川

【河川概要】
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１．事業の概要 【東京湾北部地区の成り立ち】

画像:国土地理院より

高瀬川

谷津川

菊田川

海岸線は国道14号付近

埋立前で河川の形状がない

海老川河口の造成

船橋競馬場

現袖ヶ浦団地付近の埋立

現在の海岸線に向けて埋立中

S57 東関道開通
S56 R357号開通

S61 ＪＲ京葉線開通

現在の海岸線と
河川形状が完成



１．事業の概要 【事業内容】

 高潮対策として防潮水門を整備する

 水門閉鎖時の降雨対策として排水機場を整備する

 洪水については、現況河道で充分な流下能力を有している

高瀬川 谷津川 菊田川

【計画規模】

○高潮：新伊勢湾台風級による高潮を対象とする

○水門閉鎖時の降雨：年超過確率1/10
（25.7㎜／hrを含む72.2㎜／7hr降雨）

水門 １基
水門 １基
排水機場 １基

Q = 3.0㎥/s

水門 １基
排水機場 １基

Q = 30.0㎥/s

【事業費】 ２００億円

【期 間】 令和6年度～令和30年度
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２．事業の必要性 【高潮のメカニズムと施設概要】

 高潮とは、台風等の接近に伴い海面が異常に高くなる現象。
（吸い上げ効果・吹き寄せ効果）

 特に本地区は、地理的条件により高潮が生じやすい地域。

通常の海面高

気圧低下による吸い上げ

風による吹き寄せ

波浪

吸い上げ

台風（低気圧）

強風
（吹き寄せ）

堤
防
・
護
岸

潮位基準面

朔望平均満潮位

計画高潮位

潮
位
偏
差

高潮の模式図
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２．事業の必要性

平常時・洪水時

【高潮対策と降雨】

 河川の高潮対策として水門方式により高潮の侵入を防ぐ。

 水門閉鎖時に発生する降雨に対しては、排水機場を設け雨水を排水する。

排水機場：休止

防潮水門：開門

河川

海

防潮水門：閉鎖

排水機場：稼働

高潮襲来

雨水排水

河川

海

○水門は開いており、河川の水は海
へと自然流下する。

○排水機場は休止している。

高潮時

○水門を閉鎖し、高潮の侵入を防ぐ。
○排水機場を稼働し、雨水を海へ排水

する。



菊田川

谷津川

高瀬川
谷津干潟
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２．事業の必要性

 3河川すべてにおいて、県管理区間の護岸高はAP+5.0mが確保されている。

高瀬川

谷津川

菊田川

●

●

●

【現在の河道状況】

約10m 約
６

m

約25m

約
7

m

約8m 約
5
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m



２．事業の必要性

 大正6年10月の台風に伴う高潮では、本
地区周辺でも甚大な被害が発生。

 県内の 死者・行方不明者 313人
全半壊流失家屋 12,686戸

 被災潮位はAP+4.17mと言われている。

【過去の浸水被害－高潮被害】

高潮による浸水被害（大正6年）
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↑千葉県防災誌「風水害との闘い」より→



２．事業の必要性
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【過去の浸水被害－内水浸水】

幹線マンション前

内水による浸水被害（平成23年）

 本河川周辺の地盤が低い地区においては、海面上昇等に
伴い度々内水による浸水被害が発生してきた。

 この対策として、H25～29の5箇年で、県と地元市が合同で
海水の逆流防止対策等を行った。（暫定対策）

対策メニュー 逆流防止ゲート、排水ポンプ、人孔の圧力蓋化

 根本対策として、河川への水門・排水機場設置が必要。

谷津干潟



２．事業の必要性
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【激甚化する台風災害】



 現況河道に計画高潮位AP+6.2mの高潮が襲来するケース

 高潮対策施設が未整備である現況河道では、計画高潮位（新計画潮位波形）まで
潮位が上昇した場合に、広範囲にわたり浸水が広がる。
→防潮水門・排水機場の整備により浸水被害が解消する。

２．事業の必要性 【シミュレーションによる浸水被害】

高瀬川

谷津川

菊田川

・浸水想定区域：385.1ha
・想定被害額：3,094億円
・浸水建築物数：4,460軒

・浸水想定区域： 0 ha
・想定被害額： 0 億円
・浸水建築物数： 0 軒

●計画高潮位の設定

朔望平均満潮位（AP+2.1m）
最新5か年の潮位データをもとにした最新の朔望
平均満潮位より

高潮偏差（+ 3.9m）
新伊勢湾級外力（930hPa）が最も高潮が大きくな
るルートで襲来するケースの偏差より

海面上昇量（+ 0.2m）
事業完了見込みの2050年の海面上昇量より

計画高潮位 ＝AP2.1m＋3.9m＋0.2m
＝AP+6.2m

新伊勢湾台風級外力とは…国内最大の被害を
もたらした伊勢湾台風に、将来予測による気候
変動の影響を加味した外力であり、中心気圧は
930hPaとしています。
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２．事業の必要性 【高潮浸水想定区域内の代表施設】

谷津南小学校
（避難所指定）

出典：習志野市HP

谷津保健病院
(救急指定病院)

出典：谷津保健病院HP

出典：船橋競馬場HP

浸水深：0.83m

浸水深：2.00m

出典：船橋市HP

浸水深：1.29m【緊急輸送道路】

県中心部と東京都側を結ぶ主要な
緊急輸送道路が浸水想定区域内に
集中しており、緊急対応に支障をき
たす。

一次路線： 国道３５７号
国道１４号

二次路線： 県道 千葉船橋海浜線

緊急輸送道路：災害直後から、緊急車両の通行
を確保すべき重要な路線。

出典：船橋市HP

若松中学校
（避難所指定）

浸水深：0.79m

船橋競馬場
（避難所指定）
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平成21年：市街化率約80% 現在：市街化率約83%

２．事業の必要性

 流域では昭和４０年代の高度成長期から、東京の通勤圏拡大に伴う宅地開
発が進められ、市街化率は、令和元年までに８３％まで上昇している。
（計画では市街化率８５％を想定。）

 現在も土地区画整理事業や小規模開発が進行中であり、流域内人口は増加
傾向が続いている。

出典：令和3年版船橋市統計書、令和2年版習志野市統計書

市街化の進展 人口の増加
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【社会経済情勢等】



15３．社会的・経済的効果 ①費用便益比の算定方法

総便益（B）

浸水想定区域の設定

想定被害額の算出

被害防止便益の算出

残存価値の算出

総便益（B）の算出

総費用（C）

総事業費（建設費）の
算出

維持管理費の算出

総費用（C）の算出

費用便益比（B／C）の算出

●氾濫計算

発生確率の異なる潮位・降雨を複
数設定して、氾濫シミュレーション
を実施し浸水想定区域を求める

【直接被害】

氾濫シミュレーション結果に基づ
き、確率規模別の想定被害額を
算出

・一般資産被害（家屋、事業所資
産等）、農作物被害など

【間接被害】
・営業停止損失など

●被害軽減額
事業を実施しない場合と実施し
た場合の差分

●被害防止便益
確率規模別の被害軽減額にそ
の洪水の生起確率を乗じて、計
画対象規模まで累計することに
より年平均被害軽減期待額を算
出し、現在価値化を行う

●残存価値

護岸等の構造物のみについて
残存価値を算出

事業期間に加え、事業完了後50年間を
評価対象として、被害防止便益に残存
価値を加えて総便益（B）とする。

●総事業費
事業着手時点から治水施
設完成までの総事業費を算
出

●維持管理費
事業着手時点から治水施
設完成後、評価期間（完成
50年後）までの維持管理費
を算出

15
※便益、費用は年４％の割引率で、

割り引いて現在価値化しています。

※治水経済調査マニュアル（案）および
海岸事業の費用便益分析指針
に基づき算定しています。
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費用便益比
（B/C）
4.76

総便益残存価値被害防止便益
便益（B）

576.3億円0.6億円575.7億円

総費用維持管理費事業費
費用（C）

121.0億円7.3億円113.7億円

東京湾北部地区（高瀬川・谷津川・菊田川）

16

３．社会的・経済的効果
②費用便益比（社会的割引率4％）

注１） 便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注２） 費用および便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と異なる。

注３） 整備完了後から便益が生じるものとして、流域内の浸水被害のみに対して被害防止便益を算定している。
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③便益に含まれていない効果
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３．社会的・経済的効果

貨幣換算が困難であるが、効果が期待できるもの

【人的被害の軽減】
浸水想定区域内には、商業施設や医療機関等の人が集まる場所が多くあ

るが、浸水深は最大２ｍに達すると想定されており、人的被害が懸念されて
いる。この解消については、効果として貨幣評価されるものではないが、重要
な事業目的であり効果が期待される。

【交通途絶による波及被害の軽減】
本地区には緊急輸送道路をはじめとした主要な道路が集中しており、それ

らの浸水に伴い広域的な波及被害が懸念されるが、事業により解消する。

【内水氾濫被害の軽減】

本地区内の一部地区は、低平である地形特性より、潮位上昇時に内水氾
濫被害が発生する。本事業では、内水被害の軽減については便益として評
価していないが、副次的効果として内水氾濫被害の軽減が図られる。



・当該事業では、地震・高潮対策河川事業を活用して事業化を図る予定。

（事業費の50%分が国費）

・事業着手後は、最新技術の活用などを検討し、コスト縮減に取り組む。

・地球温暖化による影響が顕在化した際に、手戻りにならない設計とする。

４．財政的負担等の見通し 18
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出典：河川事業概要２０１９



５．環境に与える影響と対策 19
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【環境に与える影響】

本地区内には、ラムサール条約登録湿地である谷津干潟を代表とする貴
重な自然環境が残されているが、水門整備により、魚類の遡上阻害や海水
交換の阻害、工事時の濁水の発生など、周辺環境への影響が懸念される。

【有識者の意見を踏まえた対策】

・工事時に魚類の移動を妨げないよう、切り回し水路を確保する。

・年数回程度の高潮時にのみ水門を閉鎖し、平時は開放するものとする。

・モニタリング調査を実施して環境変化を把握し、必要に応じて対策を行う。

ウネナシトマヤガイ
（高瀬川・谷津川・菊田川）

環境省RL：NT（準絶滅危惧種）
千葉県RL：A（最重要保護生物）

千葉県RL：A（最重要保護生物）

イソシギ（菊田川） 二ホンウナギ（菊田川）

環境省RL：EN（絶滅危惧ⅠB類）
千葉県RL：C（要保護生物）



【理由】

○事業の投資効果が見込める。

費用対効果 B/C= 4.76 ＞ 1.0

○浸水が想定される低平地に人口・資産が高度に集中しており、
主要道路の浸水等による波及被害も懸念されていることから、
浸水被害の低減を図る必要がある。

○必要な用地は確保済みである。

○事業への地元からの要望が大きい。

自己評価：事業に着手する
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６．総合的な評価


